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○韮崎市民間宅地開発事業土地提供者奨励金支給規則 

令和２年３月25日規則第４号 

改正 

令和３年３月25日規則第13号 

令和３年５月25日規則第17号 

令和５年３月24日規則第16号 

令和６年５月22日規則第23号 

令和８年３月27日規則第10号 

韮崎市民間宅地開発事業土地提供者奨励金支給規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、韮崎市民間宅地開発事業奨励金支給規則（令和２年３月韮崎市規則第３号。

以下「支給規則」という。）の規定による奨励金の支給を受けた宅地開発事業に係る土地を譲渡

した者に対し、韮崎市民間宅地開発事業土地提供者奨励金（以下「奨励金」という。）を支給す

ることについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 開発行為 都市計画法（昭和43年法律第100号）第４条第12項に規定する土地の区画形質の

変更をいう。 

(２) 宅地開発事業 新たに一戸建て住宅用地を分譲することを目的として行われる開発行為を

いう。 

(３) 民間事業者 宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第２条第３号に規定する宅地建物

取引業者で、宅地開発事業を行うものをいう。 

（支給対象者） 

第３条 奨励金の支給を受けることができる者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

(１) 令和２年４月１日以降に支給規則第９条の規定による奨励金の支給の決定を受けた民間事

業者（以下「支給決定事業者」という。）が行う当該決定を受けた宅地開発事業に係る土地を

譲渡した者（法人を除く。） 

(２) 市税等を滞納していない者（申請者と生計を一にする世帯に属する者を含む。） 

（支給対象土地） 
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第４条 奨励金の交付の対象となる土地（次条及び第６条において「支給対象土地」という。）は、

支給規則第９条の規定による奨励金の支給の決定を受けた宅地開発事業の開発区域内とする。 

（奨励金の額） 

第５条 奨励金の額は、支給決定事業者に譲渡した土地の譲渡価格に５パーセントを乗じて得た額

（1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

２ 奨励金の上限額は、１つの宅地開発事業につき、１人100万円とする。 

３ 譲渡価格に支給対象土地以外の土地の価格が含まれている場合における第１項の規定の適用に

ついては、同項中「譲渡価格」とあるのは、「譲渡価格に譲渡土地の面積に占める支給対象土地

の面積の割合を乗じて得た額」とする。 

４ 共有に属する土地を譲渡した場合における第１項の規定の適用については、同項中「譲渡価格」

とあるのは、「譲渡価格に共有持分の割合を乗じて得た額」とする。 

（奨励金の支給申請） 

第６条 奨励金の支給を受けようとする者は、支給決定事業者が奨励金の支給の決定を受けた日か

ら６月以内に、韮崎市民間宅地開発事業土地提供者奨励金支給申請書（第１号様式）に次に掲げ

る書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 宅地開発事業に係る土地であることがわかる登記事項証明書 

(２) 支給対象土地を譲渡した価格が分かる契約書 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（奨励金の支給決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、奨励金の支給の可否

を決定したときは、韮崎市民間宅地開発事業土地提供者奨励金支給・不支給決定通知書（第２号

様式）により、当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により奨励金の支給を決定したときは、当該申請者に奨励金を支給するも

のとする。 

（奨励金の取消し） 

第８条 市長は、奨励金の支給の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、奨励金

の支給の決定を取り消し、既に支給した奨励金の全部又は一部を返還させることができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により奨励金の支給を受けたとき。 

(２) 奨励金の支給の決定の内容その他法令又はこの規則に違反したとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めたとき。 
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（土地情報登録） 

第９条 市長は、住宅用地の開発を推進するため、民間事業者に譲渡を希望する土地の情報を整備

するものとする。 

２ 支給規則第４条第２号に規定する区域内に土地を所有し、民間事業者に当該土地の譲渡を希望

する者は、韮崎市民間宅地開発事業土地提供情報登録申請書（第３号様式）を提出することがで

きる。 

（台帳の管理） 

第10条 市長は、前条第２項に規定する申請を受けた場合は、韮崎市民間宅地開発事業土地提供情

報管理台帳（第４号様式）で管理し、土地のあっせんを希望する民間事業者に情報を提供するこ

とができる。 

（補則） 

第11条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（この規則の失効） 

２ この規則は、令和11年３月31日限り、その効力を失う。 

（失効後の経過措置） 

３ この規則の失効の時において現に第３条第１号に規定する要件を満たしている者については、

この規則は、前項の規定にかかわらず、令和12年３月31日までの間、なおその効力を有する。 

附 則（令和３年３月25日規則第13号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、令和３年３

月31日から施行する。 

（経過措置） 

２ 支給決定事業者のうち令和３年３月31日までに都市計画法第35条に規定する開発許可の処分又

は市長が別に定める開発行為の土地利用協議の同意（開発区域の面積が3,000平方メートル未満の

場合の同意をいう。）を受けた者に当該宅地開発事業に係る土地の提供をした者については、こ

の規則による改正後の韮崎市民間宅地開発事業土地提供者奨励金支給規則の規定は適用せず、こ

の規則による改正前の韮崎市民間宅地開発事業土地提供者奨励金支給規則の規定は、なおその効
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力を有する。 

附 則（令和３年５月25日規則第17号） 

この規則は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月24日規則第16号） 

この規則は、令和５年３月31日から施行する。 

附 則（令和６年５月22日規則第23号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和８年３月27日規則第10号） 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則第２項及び附則第３項の改正規定は、

令和８年３月３１日から施行する。 


